
所管部局
環境生活

部
所管課

施策名
施策

コード

政策の柱
政策体系
コード

事務事業数

9

特定分野別
計画

SDGs 総合判定

予算額
（千円） Ｒ６ Ｒ５ Ｒ４

施策目標

現状と
課題

<主な取組>

今年度の
取組

実績と
成果

参考HP①

参考HP②

参考HP③

第3次北海道消費生活基本計画

－

（消費者施策の推進）
・国が令和8年度から運用を予定している消費生活相談のデジタル化に伴う道の相談体制の整備に向けた準備を進めるとと
もに、国の交付金を活用し、道立消費生活センターに消費生活相談員資格を有する消費生活相談員を配置し、電話、面談及び
電子メール等により苦情相談に対処する。
・関係法令等の適切な運用により、食品の適正表示や公正な消費者取引を確保する。
・若年者の消費者被害の防止・救済のため、各学校において消費生活に関わる内容について指導の充実を図るとともに、自立
した消費者を育成するため、市町村等が開催するイベント等と連携して、消費生活に必要な知識の普及や最新情報の提供など
を行う。

372,783千円 382,449千円 382,325千円

消費者被害の発生や拡大を防止するため、地域消費者被害防止ネットワークによる取組を拡げ、効果的な消費者教育を推進
し、消費者からの苦情相談処理等を通じた被害の防止・救済、特定商取引法や食品表示法、消費生活条例などに基づく指導等
により、消費生活の安定と向上を図る。

（消費者施策の推進）
・デジタル化の進展に伴う電子商取引の拡大などによる消費者トラブル、食品の不適切表示や販売方法の悪質化などによる
様々な消費者被害があとを絶たないことから、普及啓発活動や消費生活に関する教育機会の充実を図り、苦情相談体制の維
持強化による被害の防止・救済に取り組むほか、関係法令等に基づき食品の適正表示や公正な消費者取引及びデジタル化を
踏まえた消費者教育の充実を確保する必要がある。

令和６年度　基本評価調書 消費者安全課

消費生活の安定及び向上の推進 0303

安全・安心 2(6)A

関連重点
戦略計画等 北海道創生総合戦略、知事の基本政策

第３次北海道消費生活基本計画 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ks/sak/thirdkeikaku.html



<指標分析>　⇒成果指標は、原則、取組項目ごとに１つ以上、全体で５つ以下とする
増加 % R3年度 R4年度 R５年度 最終目標(R15) 達成率 指標判定

目標値 － 31.4 32.0 38.0

実績値 32.5 31.4

指標公表時期

R4年度 R5年度 R6年度 最終目標(R15) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

R4年度 R5年度 R6年度 最終目標(R15) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

R4年度 R5年度 R6年度 最終目標(R15) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

R4年度 R5年度 R6年度 最終目標(R15) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

指標名⑤

－ －

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

指標名④

－ －

－ －

設定理由

設定理由

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

指標名③

分析（主な取組と成果）

設定理由

出典（根拠計画等）

設定理由

分析（主な取組と成果）

－ －

出典（根拠計画等）

毎年調査、６月頃公表 出典（根拠計画等） 北海道立消費生活センター「消費生活相談報告書」

分析（主な取組と成果）

設定理由
多様化・複雑化する消費者問題の適切な対処に向けた取組状況を測る指標であり、被害防止、救済への課題の取
組に関する成果を測る指標として設定。なお、今年度から新たな北海道総合計画で設定した指標（R4年度から記
載）を使用することとしており、R3年度の目標値は設定しておりません。

消費生活相談の解決割合（％） － －

令和6年度 基本評価調書

指標名①

【2(6)A_0303】消費生活の安定及び向上の推進

指標名②



令和6年度 基本評価調書 【2(6)A_0303】消費生活の安定及び向上の推進

<取組分析（連携状況、緊急性・優先性）>

<その他統計数値等>

その他統計数値等③ 過年度① 過年度② 最新年度

「施策目標」「現状と課題」に関する状況

（状況）

（課題）
消費者取引の方法などが多様化、複雑化したため、事業者が消費者の知識や経験不足につけ込む様々な悪質商法が発生して
いることから、消費者被害の発生や拡大の防止に資するため、若年者のうちから自立した消費者を育成し、消費者被害に係る
情報を提供する必要がある。

（課題）

（課題）

「施策目標」「現状と課題」に関する状況

（状況）

「施策目標」「現状と課題」に関する状況

（状況）

その他統計数値等② 過年度① 過年度② 最新年度

その他統計数値等① 過年度① 過年度② 最新年度

学校訪問講座の開催 51回（R3） 48回（R4）

連携状況

（課題）

（取組と成果）

緊急性
優先性

（課題）

（取組と成果）



令和6年度 基本評価調書 【2(6)A_0303】消費生活の安定及び向上の推進

<総合判定>

－

－

－

※ 成果指標の指標判定が「Ｄ」の指標

対応方針番号

①

②

③

<二次政策評価>

二次政策
評価

<ＡＣＴＩＯＮ>

二次政策
評価への

対応

対応方針番号

①

②

③

(該当なし)

指 標 判 定
総 合
判 定

－緊急性・優先性

その他統計数値等

－

連 携 状 況

翌年度
施策の
方向性

方向性

翌年度に
向けた

対応方針

内容



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

0701 一般 消費者行政推進事業費
国の「地方消費者行政強化交付金」を活用した市町村及び道
が実施する消費者行政推進事業に関する業務

消費者安全
課

0 206,669 0 1.1 1.6 2.7 228,296

0702 一般 消費生活センター管理運営費
道立消費生活センターの管理運営に関する業務（指定管理者
に対する負担金等）

消費者安全
課

0 138,401 138,401 0.2 0.0 0.2 140,003

0703 一般 公正取引推進費
食品表示法及び景品表示法等の法令に基づく事業者への立
入検査、指導、処分等に関する業務

消費者安全
課

0 317 317 2.5 1.7 4.2 33,959

0704 一般 金融広報事業費
金融に関する普及啓発や消費者教育に係る受託事業に関する
業務

消費者安全
課

0 0 0 0.1 0.0 0.1 801

0705 一般 物価、消費生活モニター運営費
消費生活条例に基づく、価格安定対策、消費生活モニターによ
る商品の価格、需給動向調査等に関する業務

消費者安全
課

0 6,234 6,234 0.2 1.5 1.7 19,851

0706 一般 北海道消費者協会補助金
北海道消費者協会が実施する地域消費者運動リーダー養成講
座の開催等各種事業に対する補助に関する業務

消費者安全
課

0 12,702 12,702 0.2 0.0 0.2 14,304

0707 一般 貸金業指導事業費 貸金業法に基づく貸金業者の登録及び指導に関する業務
消費者安全
課

0 8,460 7,454 2.2 2.9 5.1 49,311

0708 事務
消費者安全法、北海道消費生活条例
等に関する事務

消費者安全法に関する国、市町村との連携、消費生活条例に
基づく消費生活基本計画の策定、消費生活審議会及び消費者
苦情処理委員会の開催、道立消費生活センターの管理・運営、
消費生活協同組合法に基づく調査・指導に関する事務等

消費者安全
課

0 0 0 4.5 0.9 5.4 43,254

0709 事務 特定商取引法等に関する事務
特定商取引法、食品表示法、景品表示法、消費生活条例、割賦
販売法に基づく事業者の指導・処分等、貸金業法等に基づく
貸金業者の登録に関する事務等

消費者安全
課

0 0 0 4.0 2.9 6.9 55,269

0 372,783 165,108 15.0 11.5 26.5

令和６年度　事務事業評価調書 消費生活の安定及び向上の推進 0303

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

計

前年度からの
繰越事業費

（千円）

事業費
（千円）

執行体制
フル

コスト
（千円）

一次政策評価


